
平成３１年度

菊陽町下水道事業会計予算書

熊本県菊池郡菊陽町





  （総　　則）
第　１　条　　平成３１年度菊陽町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

  （業務の予定量）
第　２　条　　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）水洗化戸数

　（２）年間有収水量

　（３）一日平均処理水量

　（４）主な建設改良費 公共下水道施設整備費　 農業集落排水施設整備費

２１１ 

１７，７８０千円７５２，７０６千円

（農業集落排水事業）

平成３１年度菊陽町下水道事業会計予算

６，７９６，３４３ 

１８，６２０ 

（公共下水道事業）

１６，９０４戸 ２７４戸

７６，８４８ 
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  （収益的収入及び支出）
第　３　条　　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第　１　款 事業収益 千円

　　第　１　項 　営業収益 千円

　　第　２　項 　営業外収益 千円

　　第　３　項 　特別利益 千円

　第　１　款 事業費用 千円

　　第　１　項 　営業費用 千円

　　第　２　項 　営業外費用 千円

　　第　３　項 　特別損失 千円

　　第　４　項 　予備費 千円１０,０００

６,９６０

１,２９８,７８８

１,１４９,３５１

１３９,４３６

支　　　　　出

１

９３８,６９２

４０７,２４８

収　　　　　入

１,３５２,９００
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  （資本的収入及び支出）

　第　１　款 資本的収入 千円

　　第　１　項 　企業債 千円

　　第　２　項 　出資金 千円

　　第　３　項 　負担金 千円

　　第　４　項 　補助金 千円

　　第　５　項 　交付金 千円

　　第　７　項 　その他資本的収入 千円

　第　１　款 資本的支出 千円

　　第　１　項 　建設改良費 千円

　　第　２　項 　企業債償還金 千円

　　第　３　項 　投資 千円

　　第　４　項 　予備費 千円

１,３５４,５７１

７７０,４８６

５８１,８６７

支　　　　　出

収　　　　　入

９６８,１９３

７１０,５００

１１４,５６５

４９,０３５

７３,５００

８３２

１９,７６１

第　４　条　　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額
　  ３８６，３７８千円は、過年度分損益勘定留保資金４，２３４千円、当年度分損益勘定留保資金３２１，３７７千円、
　  減債積立金９，２０５千円、繰越利益剰余金処分額７，９０８千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整
　　額４３，６５４千円で補填するものとする。）

１８

２,２００
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  （企業債）

第　５　条　　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

  （一時借入金）
第　６　条　　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

  （予定支出の各項の経費の金額の流用）

第　７　条　　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用額 １０，０００千円

資本費平準化債 ４０,０００

農業集落排水事業分 １６,４００

証書借入
又は

証券発行

　ただし、企業財政その他の都合に
より、据置期間及び償還期間を短縮
し、又は繰上償還若しくは、低利債
に借り換えることができる。

起債の目的 限度額（千円） 起債の方法 利率

計 ７１０,５００

（ただし、利率見直し方
式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機
構資金について、利率の
見直しを行なった後にお
いては当該見直し後の利
率）

流域下水道事業分

流域関連公共下水道事業分

下水道事業債（特別措置分）

償還の方法

６０１,６００

４９,３００

　４０年以内（据置期間５年以内
半年賦元利均等償還又は半年賦元金
均等償還）

５％以内３,２００
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  （議会の議決を経なければ流用することができない経費）

第 ８ 条　　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその

　経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　　職員給与費 千円

  （他会計からの補助金）

第 ９ 条　　一般会計からこの会計への補助を受ける額は、９２，２６５千円である。

  （利益剰余金の処分）

第１０条　　繰越利益剰余金のうち７，９０８千円は、次のとおり処分するものと定める。

　　（１）　減債積立金　　　　　　　　 　　　　　７，９０８千円

平成３１年２月２７日　提出

菊陽町長 後　藤　三　雄

４６,９５１

- 5 -



- 6 -



付　　属　　書　　類
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1 事業収益 1,352,900

１．営業収益 938,692

１．下水道使用料 803,568 委託徴収分、直接徴収分

２．他会計負担金 128,615 一般会計繰入金（雨水処理負担金）

４．その他営業収益 6,509 維持管理負担金（熊本市、合志市）

２．営業外収益 407,248

１．受取利息及び配当金 16 基金利息

２．他会計補助金 43,230 一般会計繰入金（汚水処理、資本費分）

４．長期前受金戻入 363,877 長期前受金収益化額

６．雑　収　益 125 償還利子分負担金（合志市）

３．特別利益 6,960

２．過年度損益修正益 1 科目保存

３．その他特別利益 6,959 熊本北部流域下水道建設負担金清算金（合志市）

1,352,900

平成３１年度　菊陽町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

1 事業費用 1,298,788

１．営 業 費 用 1,149,351

１．管渠費 368,839 汚水及び雨水処理施設等の維持管理に要する経費

２．ポンプ場費 15,434 汚水中継ポンプ場の維持管理に要する経費

３．セミコンテクノパーク
　　維持管理費

17,365
セミコンテクノパーク内の汚水処理施設の維持管
理に要する経費

４．処理場費 8,867 白水浄化センターの維持管理に要する経費

５．総係費 55,603 事業全体の運営、管理に要する経費

６．減価償却費 683,243 固定資産償却費

２．営業外費用 139,436

１．支払利息 138,936 企業債利息

４．雑支出 500 雑損失

３．特 別 損 失 1

４．過年度損益修正損 1 科目保存

４．予  備  費 10,000

１．予  備  費 10,000

1,298,788支　出　合　計
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収　　入 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

１資本的収入 968,193

１．企業債 710,500

１．企業債 710,500 企業債借入金

２．出資金 114,565

１．出資金 114,565 一般会計出資金（繰入基準内企業債償還元金）

３．負担金 19,761

２．受益者負担金 13,460 受益者負担金

３．工事負担金 6,301 他団体負担金（熊本市・合志市）

４．補助金 49,035

３．他会計補助金 49,035 一般会計繰入金（汚水整備事業・老朽管対策分）

５．交付金 73,500

１．交付金 73,500 社会資本整備総合交付金

７．その他資本的 832

　　収入 １．その他資本的収入 832 償還元金分負担金（合志市）

968,193

資本的収入及び支出

収　入　合　計
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支　　出 （単位：千円）

款 項 目 予定額 備　　考

１資本的支出 1,354,571

１．建設改良費 770,486

１．施設費 770,486
汚水・雨水整備事業、老朽管対策事業
白水地区農業集落排水事業

２．企業債償還金 581,867

１．企業債償還金 581,867
公共下水道事業565,206千円
農業集落排水事業16,661千円

３．投資 18

１．投資 18 基金利子

４．予備費 2,200

１．予備費 2,200

1,354,571支　出　合　計
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（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当期純利益 32,945,968

　　　固定資産減価償却費 683,243,000

　　　賞与･法定福利費引当金増減額（△は減少） △ 1,000

　　　長期前受金戻入 △ 363,877,000

　　　受取利息及び受取配当金 △ 16,000

　　　支払利息 138,936,000

　　　未収金の増減額（△は増加） △ 36,291,715

　　　未払金増減額（△は減少） △ 7,857,795

　　　その他 △ 9,886,367

　　　　　小計 437,195,091

　　　利息及び配当金の受取額 16,000

　　　利息の支払額 △ 138,936,000

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 298,275,091

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 878,073,216

　　　無形固定資産の取得による支出（建設改良費） △ 9,435,185

　　　交付金による収入 112,878,000

　　　受益者負担金・分担金による収入 13,379,000

　　　他会計補助金による収入 49,035,000

　　　他団体負担金による収入 6,301,000

　　　その他資本的収入 832,000

　　　基金積立 △ 18,000

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 705,101,401

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債の発行による収入 765,900,000

　　　企業債の償還による支出 △ 581,865,319

　　　他会計出資金の受入 114,565,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー 298,599,681

４　資金増減額 △ 108,226,629

５　資金期首残高 155,571,345

６　資金期末残高 47,344,716

平成３１年度予定キャッシュフロー計算書（間接法）
（平成31年4月1日～平成32年3月31日）

-
 
1
2
 
-



給　与　費　明　細　書
（１）総括 （単位：千円）

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細
（単位：千円）

区　　分
職員数（人） 給　　与　　費

本
年
度

損益勘定
支弁職員

4

一般職 報酬 給料
法定福利費

特別職 手当等

7,297

賃金
合計

計

25,224

合　計

20,792 4,43213,495

資本勘定
支弁職員

3 3,718 21,727

14,736 38,801 8,150 46,9517

7,439 18,009

24,065

10,570

3,631

損益勘定
支弁職員

4 22,293 4,532

10,478

8,163

21,466

合　計 7 24,481

7,357 17,835

26,825

資本勘定
支弁職員

48,291

比

較

損益勘定
支弁職員

△ 508

40,128

△ 100

前
年
度

14,003

15,647

8,290

3

87

△ 1,601

資本勘定
支弁職員

92

△ 993 △ 1,501

△ 13

261

合　計 △ 416

82 174

児童
手当

△ 1,340

職
員
手
当
等
の
内
訳

区分
期末
手当

勤勉
手当

時間外
手当

△ 911 △ 1,327

扶養
手当

通勤
手当

住居
手当

276 393

管理職
手当

本年度 5,864 4,047 2,070 1,038 238 810

780

用地交渉
手当

日直
手当

比較 △ 118 △ 83 △ 108 △ 67

地域
手当

4,130 2,178 1,105 203前年度 5,982 876 393

30

区分 増減額 増減事由別内訳 備考

35 △ 600

給料 △ 416

給与改定に伴う増減分 ―

昇給期間短縮に伴う増加分 ―

その他の増減分 △ 942 人事異動による

普通昇級に伴う増加分 526

その他の増減分 △ 911

期末手当　 △118
勤勉手当　  △83
時間外手当 △108
扶養手当　  △67
通勤手当      35
住居手当　 △600
児童手当　    30

職員手当等 △ 911

制度改正に伴う増減分 ―

-
 
1
3
 
-



（３）給料及び手当の状況

ア　職員一人当たり給与

イ　初任給

ウ　級別職員数

4　級 2 28.6

計 7 100

5　級 1 14.3

6　級

平成30年4月1日現在

1　級 3 42.9

2　級

3　級 1 14.3

6　級 1 14.3

計 7 100

4　級 1 14.3

5　級

平成31年4月1日現在

1　級 3 42.9

2　級

3　級 2 28.6

一般職
高校卒 148,600

区分
企業職

級 職員数（人） 構成比（％）

行政職 大学卒 180,700 180,700

146,000 148,600 －

短大卒 161,300 161,300

区分
企業職（一般行政
職）（円）

企業職（技能労務
職）（円）

国の制度

一般行政職（円） 技能労務職（円）

平成30年4月1日

平均給料月額　　（円） 291,440

平均給与月額　　（円） 257,333

平均年齢　　　　（歳） 36.4

区　　　　　　分 企　　業　　職

平成31年4月1日

平均給料月額　　（円） 286,488

平均給与月額　　（円） 343,929

平均年齢　　　　（歳） 36.7

-
 
1
4
 
-



（級別の標準的な職務内容）

エ　昇給

比率　（Ｂ）／（Ａ）　　　（％） 100.0 100.0

６号給　（人）
号給数別内訳

４号給　（人） 7 7

２号給　（人）

比率　（Ｂ）／（Ａ）　　　（％） 100.0 100.0

7 7

前
年
度

職員数　　　　　　（A）　　（人） 7 7

昇給にかかる職員数（B）　　（人）

８号給　（人）

６号給　（人）

８号給　（人）

号給数別内訳

２号給　（人）

４号給　（人） 7 7

5　級

技能労務職

本
年
度

職員数　　　　　　（A）　　（人） 7 7

昇給にかかる職員数（B）　　（人） 7 7

代表的な職種

一般行政職

6　級

職　務

主事、技
師、保育士
及び保健師
の職務

高度な知識
経験を必要
とする主
事、技師、
保育士及び
保健師の職
務

係長、参事
及び主査の
職務

高度な知識
経験を必要
とする係長
及び参事の
職務並びに
園長の職務

課長補佐の
職務及び高
度な知識経
験を必要と
する園長の
職務

次長、会計
管理者、課
長、局長、
室長及び館
長の職務

7　級

部長の職務
及びその職
務内容がこ
れと同程度
である職務

区　分 1　級 2　級 3　級 4　級

区分 合計

-
 
1
5
 
-



オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び早期退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

住居手当 同

通勤手当 同

代表的な特殊勤務手当の名称

区分 国の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同

給料総額に対する比率（％） 0.00

支給対象職員の比率（％）
（平成３１年４月１日現在）

0.00

国の指定基準に基づく支給率（％） 20.0

区分 全職種
代表的な職種

行政職

支給対象地域 1級地

支給率（％） 20.0

支給対象職員数（人）

国の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特例措置（45％
以内加算）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特例措置（45％
以内加算）

備考
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

区分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の

国の制度 2.225 2.225 4.45

前年度 2.125 2.275 4.40
３級　    　１００分の５

４級・５級　１００分の１０

６級　    　１００分の１５

2.225 4.45
３級　    　１００分の５

４級・５級　１００分の１０

６級・７級　１００分の１５

区分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の級等によ

る加算措置
備考

６月（月分） １２月（月分）

本年度 2.225

-
 
1
6
 
-



（平成30年 4月 1日から平成31年 3月31日まで）

円 円 円

1         営業収益            

(1)       下水道使用料        

(2)       他会計負担金        

(3)       その他営業収益       

2         営業費用            

(1)       管渠費           

(2)       ポンプ場費         

(3)       

(4)       処理場費         

(5) 総係費           

(6) 減価償却費         

営業利益

3         営業外収益           

(1)       受取利息及び配当金     

(2)       他会計補助金        

(3) 長期前受金戻入

(4) 雑収益           

4         営業外費用           

(1)       支払利息          

(2)       雑支出           

経常利益

5 特別利益

(1)       過年度損益修正益

(2)       その他特別利益

6 特別損失

(1)       過年度損益修正損

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

セミコンテクノパーク維持管理費

平成３０年度菊陽町下水道事業予定損益計算書

738,466,667

129,867,000

6,013,556 874,347,223

685,702,000

332,611,735

14,696,330

44,000

16,838,182

49,906,809

1,107,758,979

△233,411,756

135,069 423,389,069

120,741,551

8,003,923

2,088,786 154,120,786 269,268,283

35,856,527

42,300,046

38,227,505

152,032,000

59,486,000

1,000

6,444,5196,443,519

363,724,000

40,214,000

1,000 1,000 6,443,519

-
 
1
7
 
-



円 円 円 円

1 固定資産
(1) 有形固定資産

イ土地 1,691,857,584
ロ建物 145,593,061

減価償却累計額 58,234,725 87,358,336
ハ構築物 23,614,538,206

減価償却累計額 3,914,559,450 19,699,978,756
ニ機械及び装置 785,907,089

減価償却累計額 415,188,355 370,718,734
ホ車両運搬具 1,593,727

減価償却累計額 1,514,350 79,377
ヘ工具器具及び備品 2,328,473

減価償却累計額 1,708,203 620,270
ト建設仮勘定 148,136,816

有形固定資産合計 21,998,749,873
(2) 無形固定資産

イ施設利用権 756,156,840
無形固定資産合計 756,156,840

(3) 投資その他資産
イ基金 172,930,607

投資合計 172,930,607
固定資産合計 22,927,837,320

2 流動資産
(1) 現金預金

イ預金 155,571,345 155,571,345
(2) 未収金

イ営業未収金 82,847,997
ロ営業外未収金 0
ハその他未収金 1,075,290
ニ貸倒引当金 △ 2,491,507 81,431,780

(3) 貯蔵品 178,260 178,260
(4) その他流動資産 370,164 370,164

流動資産合計 237,551,549
資産合計 23,165,388,869

平成３０年度菊陽町下水道事業予定貸借対照表
（平成３１年３月３１日）

資　　産　　の　　部

-
 
1
8
 
-



円 円 円

3 固定負債
(1) 企業債

イ 6,877,204,227 6,877,204,227

固定負債合計 6,877,204,227

4 流動負債
(1) 一時借入金 0
(2) 企業債

イ 581,865,319 581,865,319

(3) 未払金
イ営業未払金 23,310,300
ロ営業外未払金 10,281,750
ハその他未払金 54,356,000 87,948,050

(4) 引当金
イ賞与引当金 3,158,000
ロ法定福利費引当金 626,000 3,784,000

(5) その他流動負債
イ預り金 12,692,420 12,692,420

流動負債合計 686,289,789

5 繰延収益
(1) 長期前受金 14,282,242,092
(2) 長期前受金収益化累計額 △ 2,521,759,225

繰延収益合計 11,760,482,867
負債合計 19,323,976,883

円 円 円

6 資本金
(1) 自己資本金

イ固有資本金 1,715,580,973
ロ繰入資本金 611,765,000
ハ組入資本金 405,860,059 2,733,206,032

資本金合計 2,733,206,032

7 剰余金
(1) 資本剰余金

イ国庫補助金 836,648,992
ロ受贈財産評価額 18,969,269

資本剰余金合計 855,618,261
(2) 利益剰余金

イ減債積立金 9,204,551
ロ利益積立金 0
ハ建設改良積立金 122,641,591
ニ当年度未処分利益剰余金 120,741,551

･その他未処分利益剰余金変動額 (40,214,000)
･繰越利益剰余金 (38,227,505)
･当年度純利益 (42,300,046)

利益剰余金合計 252,587,693
剰余金合計 1,108,205,954
資本合計 3,841,411,986
負債資本合計 23,165,388,869

資　　本　　の　　部

建設改良等の財源に
充てるための企業債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

負　　債　　の　　部

-
 
1
9
 
-



円 円 円 円

1 固定資産
(1) 有形固定資産

イ土地 1,691,857,584
ロ建物 145,593,061

減価償却累計額 64,828,725 80,764,336
ハ構築物 24,410,727,496

減価償却累計額 4,497,607,450 19,913,120,046
ニ機械及び装置 785,907,089

減価償却累計額 456,111,355 329,795,734
ホ車両運搬具 1,593,727

減価償却累計額 1,514,350 79,377
ヘ工具器具及び備品 2,328,473

減価償却累計額 1,854,203 474,270
ト建設仮勘定 175,777,742

有形固定資産合計 22,191,869,089
(2) 無形固定資産

イ施設利用権 713,060,025
無形固定資産合計 713,060,025

(3) 投資その他資産
イ基金 172,948,607

投資合計 172,948,607
固定資産合計 23,077,877,721

2 流動資産
(1) 現金預金

イ預金 47,344,716 47,344,716
(2) 未収金

イ営業未収金 77,139,057
ロ営業外未収金 41,650,655
ハその他未収金 806,290
ニ貸倒引当金 △ 2,491,507 117,104,495

(3) 貯蔵品 178,260 178,260
(4) その他流動資産 370,164 370,164

流動資産合計 164,997,635
資産合計 23,242,875,356

平成３１年度菊陽町下水道事業予定貸借対照表
（平成３２年３月３１日）

資　　産　　の　　部

-
 
2
0
 
-



円 円 円

3 固定負債
(1) 企業債

イ 7,073,108,881 7,073,108,881

固定負債合計 7,073,108,881

4 流動負債
(1) 一時借入金 0
(2) 企業債

イ 569,995,346 569,995,346

(3) 未払金
イ営業未払金 24,357,800
ロ営業外未払金 1,376,455
ハその他未払金 70,000 25,804,255

(4) 引当金
イ賞与引当金 3,157,000
ロ法定福利費引当金 669,000 3,826,000

(5) その他流動負債
イ預り金 12,692,420 12,692,420

流動負債合計 612,318,021

5 繰延収益
(1) 長期前受金 14,454,161,725
(2) 長期前受金収益化累計額 △ 2,885,636,225

繰延収益合計 11,568,525,500
負債合計 19,253,952,402

円 円 円

6 資本金
(1) 自己資本金

イ固有資本金 1,715,580,973
ロ繰入資本金 726,330,000
ハ組入資本金 405,860,059 2,847,771,032

資本金合計 2,847,771,032

7 剰余金
(1) 資本剰余金

イ国庫補助金 836,648,992
ロ受贈財産評価額 18,969,269

資本剰余金合計 855,618,261
(2) 利益剰余金

イ減債積立金 0
ロ利益積立金 0
ハ建設改良積立金 122,641,591
ニ当年度未処分利益剰余金 162,892,070

･その他未処分利益剰余金変動額 (49,418,551)
･繰越利益剰余金 (80,527,551)
･当年度純利益 (32,945,968)

利益剰余金合計 285,533,661
剰余金合計 1,141,151,922
資本合計 3,988,922,954
負債資本合計 23,242,875,356

資　　本　　の　　部

建設改良等の財源に
充てるための企業債

建設改良等の財源に
充てるための企業債

負　　債　　の　　部

-
 
2
1
 
-



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却方法
イ．有形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　建物　　　８～３７年
　　　構築物　　１０～５０年
　　　機械及び装置　　６～３５年
　　　車両運搬具　　４～６年
　　　工具器具及び備品　　４～８年

ロ．無形固定資産

　・定額法

　・耐用年数
　　　施設利用権　　　３５年

（２）引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

ロ．退職給与引当金

ハ．賞与引当金及び法定福利費引当金

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表に関する注記

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

３．セグメント情報に関する注記
（１）報告セグメントの概要

イ．報告セグメントの決定方法

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）のうち「下水
道に対する繰出基準」に基づき、企業債の償還に要する資金の一部を一般会計が負担する
と見込まれる額は次のとおりである。
　平成３０年度　２，５４４，０００千円
　平成３１年度　２，４６２，０００千円

　　　菊陽町下水道事業は、公共下水道、農業集落排水事業の２事業を運営しており、各
　　事業毎に運営方針等を決定していることから「公共下水道事業」及び「農業集落排水
　　事業」の２つを報告セグメントとしている。

貸借対照表等に関する注記

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して
　いる。

　  職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することになっているため、退職給与
　引当金は計上していない。

　　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、事
　業年度末における支給見込額に基づき、事業年度の負担に属する額を計上している。

-
 
2
2
 
-



ロ．各報告セグメントの事業内容は次のとおりである。

事業区分

公共下水道事業

農業集落排水事業

（２）各報告セグメントの営業収益等
イ． 平成３０年度予定（平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日）

（単位：円）

事業区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 866,320,371 8,026,852 874,347,223

営業費用 1,067,063,652 40,695,327 1,107,758,979

営業損益 △ 200,743,281 △ 32,668,475 △ 233,411,756

経常損益 33,461,330 2,395,197 35,856,527

セグメント資産 22,407,515,476 757,873,393 23,165,388,869

セグメント負債 18,771,569,701 552,407,182 19,323,976,883

その他の項目

他会計繰入金 35,987,000 23,499,000 59,486,000

減価償却費 655,868,000 29,834,000 685,702,000

特別利益 6,444,519 0 6,444,519

特別損失 1,000 0 1,000

ロ． 平成３０年度予定（平成３１年３月３１日）
（単位：円）

区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

当年度未処分利益剰余金 130,253,434 △ 9,511,883 120,741,551

その他未処分利益剰余
金変動額 40,214,000 0 40,214,000

繰越利益剰余金 50,134,585 △ 11,907,080 38,227,505

当年度純利益 39,904,849 2,395,197 42,300,046

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

325,479,200 4,166,664 329,645,864

事業の内容

公共下水道事業の維持管理、汚水・雨水管渠の整備

農業集落排水事業の維持管理、汚水管渠の整備

-
 
2
3
 
-



ハ． 平成３１年度予定（平成３１年４月１日～平成３２年３月３１日）
（単位：円）

事業区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

営業収益 871,020,074 7,666,666 878,686,740

営業費用 1,080,997,133 36,066,288 1,117,063,421

営業損益 △ 209,977,059 △ 28,399,622 △ 238,376,681

経常損益 21,672,266 4,830,183 26,502,449

セグメント資産 22,490,272,835 752,602,521 23,242,875,356

セグメント負債 18,711,646,275 542,306,127 19,253,952,402

その他の項目

他会計繰入金 146,970,000 24,875,000 171,845,000

減価償却費 659,226,000 24,017,000 683,243,000

特別利益 6,444,519 0 6,444,519

特別損失 1,000 0 1,000

ニ． 平成３１年度予定（平成３２年３月３１日）
（単位：円）

区分 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計

当年度未処分利益剰余金 167,573,770 △ 4,681,700 162,892,070

その他未処分利益剰余
金変動額 49,418,551 0 49,418,551

繰越利益剰余金 90,039,434 △ 9,511,883 80,527,551

当年度純利益 28,115,785 4,830,183 32,945,968

４．その他の注記

（１）賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

871,045,439 16,462,962 887,508,401

　平成３１年度における職員の期末手当・勤勉手当の支給、及びこれに伴う法定福利費を
支払うため、賞与引当金３，１５８千円、法定福利費引当金６２６千円をそれぞれ取り崩
す予定である。

-
 
2
4
 
-


